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会津若松市の概要
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福島県会津若松市
現住人口 115,731 人
世帯数 49,109世帯

（2022年1月1日現在）

・福島県西部の会津盆地のほぼ中央に位置し、磐梯山や猪苗代湖などの豊かな自然に

恵まれたまち
自
然

・自然・歴史・文化など豊富な観光資源を生かした観光産業

・稲作や施設園芸を中心とした農業と酒や漆器などの地場産業
（全国新酒鑑評会で、福島県が金賞受賞数8年連続日本一（半数以上が会津地方の銘柄））

・「スマートシティAiCT」を核とするICT関連企業の集積

・豊富な水資源など自然を生かした再生可能エネルギー産業

産
業

市
民
生
活

・中心市街地の歴史的景観やまちなみ景観が城下町の風情を残す

・福島県立医科大学会津医療センターの他、500超の病床を有する大規模病院が複数存在

歴
史

・古事記にも「相津」の地名が記されるなど、古くから交通の要衝として栄え、藩政時代には

会津松平家の本拠となった

会
津
大

・1993年開学のICT専門大学（公立）

・「THE世界大学ランキング2021」において日本国内で第14位
・先進のソフト/ハードウェアサイエンティストを養成

・ICTがグローバルに通用するものとして、英語力も強化

教
育

・藩政時代、当時国内有数の教育機関であった日新館の伝統を継承する特色ある学校

教育（「あいづっこ宣言」）
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１．会津若松市の現状・
スマートシティの取組の背景等
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会津若松市の現状
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区分 2011年３月 2021年3月 変化率

現住人口 126千人 118千人 ▲6.3%

生産年齢人口
(15歳～64歳)

76.0千人 65.6千人 ▲13.7%

■特に生産年齢人口の減少率が大きい

少子高齢化人口減少

■年1,000人以上のペースで人口が減少

※現状に基づく人口推計（「第2期会津若松市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」）

本市人口のピーク
（1995年）
137,066人

2020年

■出生数は年々減少傾向

■高齢化率は国平均を超えており、要介護（支援）者数も増加

6,024 7,043 7,463 23.0%
27.0% 28.8%
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9年間で約23％減

本市は、人口減少や少子高齢化など、全国の他の自治体と共通の課題を抱えている。

一方で、会津大学というICT専門大学の存在や、半導体製造工場が立地してきたことなどによる、市民のICTへの理解の素地があること等
を最大限に生かし、様々な課題解決に向けて意欲的にチャレンジすることで、全国の他の自治体におけるモデルケースになることを目指す
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「スマートシティ会津若松」の主な経過

2011 2021

◆スマートシティの深化・発展
◆デジタル田園都市国家構想
の実現
◆スーパーシティ構想の実現

への寄与

●1967年
富士通半導体工場 設立

●1993年
ICT専門大学 会津大学 開学

●2011年
東日本大震災 発生

●2012年
電力見える化
取組開始

●2013年
スマートシティを施政に掲げる

●2015年
会津若松＋（都市OS）整備

●2019年
スマートシティAiCT
開設

●2021年
民間企業が選ぶスマートシティ
国内事例10選に選定

●2021年
国のスマートシティガイドブックに
事例多数掲載

●2021年4月・10月
スーパーシティに応募・再提案

●2021年6月
（一社）スーパーシティAiCT
コンソーシアム設立
⇒地域マネジメント候補法人整備

●2021年8月
スマートシティAiCT満室に
⇒首都圏等企業が計37社入居

●2021年12月
岸田総理大臣 視察
⇒「会津はデジタル田園都市
国家構想のモデル」との発言

●2021年～2022年
視察件数150件超の見込
⇒国際関係も増加中

2022



第７次総合計画の概要 ＜まちづくりのコンセプト＞
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本市のまちづくりの実現に向けた最上位の計画（平成29年２月策定）
計画期間は平成29年度～平成38年度（10年間）

• 本市の発展は「ひと」の力によるもの。一人ひとりの多様な力を十分に発

揮できる機会を創り出す。地域、日本、世界で活躍する人材を育む。

テーマ１ ひとが輝くまちへ

• まちをつくるのは住み、集う「ひと」。多様な皆さんとともにまちづくりを進め

ていく。

テーマ２ ともに創るまちへ

• 時代の変化を的確に読み取り、新たな考えを取り入れながら、将来にわ

たって、安心して暮らすことのできるまち、魅力的で活力のあるまちをつく

り、後世につないでいく。

テーマ３ つなぎ続くまちへ

視点１ スマートシティ会津若松
視点２ しごとづくり
視点３ 公共施設、行政サービスの最適化

スマートシティを計画
全体を貫くコンセプト
として位置づけ



２．スマートシティ会津若松の概要
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「スマートシティ会津若松」の目的

健康や福祉、教育、防災、エネルギー、交通、環境など、様々な分野で、情報通信技術を
活用した取組を推進します。

ICTは様々な分野で活用できるツール
↓

分野そのものでない

人口減少対策や地域の活性化につながる 「地方創生」の目的と合致

●産業振興を含めた「地域活力の向上」を図ります
（ICT関連産業の集積などにより、新たなしごと・雇用を産み出します）
→魅力的な働く場があることで住み続けられるまちに

●「安心して快適に生活できるまちづくり」を進めます
（ICTを使って、生活の利便性を高めます）→快適で住みやすいまちに

●「まちの見える化」を図ります。
（地図上への情報表示や、センサーで取得した情報を見えるようにし、
まちづくりに役立てます。 例：バス路線の最適化など）

教
育

観
光

防
災

交
通

ICT

・・・

「スマートシティ会津若松」の目的



スマートシティ会津若松の全体概要とビジョン
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都市OS「会津若松＋」

API

API

パーソナルデータ

市オープンデータ
提供基盤

「DATA for CITIZEN」

市データ連携用
セキュアDB

民間企業
保有データ

会津若松市が中心となり整備した
デジタル情報プラットフォーム

パーソナライズ
されたサービス

 会津若松市では、様々な分野でICTを活用した取組を推進
 核となる都市OSを通して、市民のオプトインによりパーソナライズされたサービスを提供することが重要であると捉えている。
 一方で、都市OSのみではスマートシティは成り立たないことから、企業の集積、大学との連携、市民理解の促進などにも注力している。

エネルギーヘルスケア教育 農業決済モビリティ 観光 ものづくり 防災 行政 インフラ

etc.

企業間の密な連携

・首都圏企業や地元企業が一つ
のバーチャルカンパニーのように密に
連携してスマートシティを推進

会津大学との連携

・先端技術を活用するにあたっての
助言・技術協力等をするとともに、
アナリティクス人材等を育成

市民理解、積極的な関与

・誰もが住みやすいまちづくりを目
指し、市民の理解や積極的な関
与を目指す

市役所内の人材配置

・SE・プログラマー級のスキルをもつ
職員を抱え、庁内横断でスマート
シティを推進

etc.

オプトインによる
データ提供



スマートシティの市民理解の促進に向けて
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「スマートシティは、横文字が多くて理解できないし、市で
何がしたいのもよくわからないね」
「高齢者は、パソコンもスマートフォンも持ってないし、イン
ターネットも使わないよ」

「農業は長年にわたる経験に基づいて実施してきた。
ICTなんて使えるとは思えないよ」

当初の市民の反応（一例）

「ICTやインターネットがこんなに便利だとは思わなかった。
有料であっても使う価値があるし、今となってはヘビー
ユーザーだよ」
「湊地域には、ADSLしかなく、遅くて不便。やはり光が
ほしいね。」

「販売金額は約4割増加したし、労働時間は減ったよ。」
「ICTできちんと測定すると、暑い日には全然水が足りな
いことがわかった。品質も大きく向上したよ。」
「高齢者には重い農薬散布機を背負って作業するのは
つらい。ドローンは高齢者にこそ必要だね！」

実
際
に
使
用
し
て
い
た
だ
く
と

反
応
が
大
き
く
変
化
す
る

スモールスタートで、とにかく使用・体験して
いただくことを重視して事業を展開

（例）スマートアグリ （例）みなとチャンネル

様々なスマートアグリシステムを
10割補助で農業者に導入。

テレビを活用した生活支援システ
ム」を初期費用・月額利用料無料
で約400世帯に導入（湊地域）

導入後の市民の反応（一例）

有料化も５割以上の世帯で継続利用中！

導入希望に応えられないほど評判の事業に！

市の広報誌での周知やタウンミーティング等での
説明はもちろん重要であるが、
結局のところ、
「実際に活用していただく」ことに勝るものはない
ことを実感。



【参考】 「スマートシティ会津若松」への市民の認識
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会津若松市情報化推進計画策定に係る市民アンケート結果

調査期間：令和元年8月23日～9月9日 ／ 対象：無作為抽出による市民の方1,992名 うち、 回答者628名

20代以下 30～50代 60代以上 年齢未回答 全体

知っている 72.30% 56.2% 59.8% 71.4% 59.6%

名前は聞いたことがある 20.50% 40.3% 35.5% 14.3% 36.0%

知らなかった 7.20% 3.5% 4.7% 14.3% 4.5%

■設問：「スマートシティ会津若松」の取組内容を知っているか

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代以上 年齢未回答 全体

利用している 0.0% 5.7% 24.7% 19.8% 10.3% 6.8% 18.8% 0.0% 12.9%

利用したことがない 40.9% 45.3% 43.8% 48.1% 56.9% 65.2% 56.3% 66.7% 53.4%

会津若松＋があることを

知らなかった
59.1% 49.1% 31.5% 32.1% 32.8% 28.0% 25.0% 33.3% 33.7%

■設問：「会津若松＋」利用の有無について

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代以上 年齢未回答 全体

利用している 0.0% 5.7% 24.7% 19.8% 10.3% 6.8% 18.8% 0.0% 12.9%

利用したことがない 40.9% 45.3% 43.8% 48.1% 56.9% 65.2% 56.3% 66.7% 53.4%

会津若松＋があることを

知らなかった
59.1% 49.1% 31.5% 32.1% 32.8% 28.0% 25.0% 33.3% 33.7%



産官学連携にあたっての複数の協議会の存在
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 各団体が持つ専門的・先進的な知見から、事業提案を受けられる仕組みを構築
 事業実施にあたっては、市からの直接発注のほか、市が参画する外部団体で、事業内容を精査し実施するスキームも有する。

会津若松市まち・ひと・しごと創生包括連携協議会
（本市や会津大学、企業など含め54団体）

※首都圏に本拠地を構える大企業が多数参加

事業実施、実績報告

会津若松市

市からの直接発注

民間と協働した事業への取組
（協議会への負担金）

事業効果の検証新規事業の提案

会津地域スマートシティ推進協議会
（現在 市や会津大学、企業などの25団体）

※地元に拠点のある団体が中心

 事業実施の可否、実施手法の検討
 予算化（地方創生推進交付金など）

 様々な立場からの知見やノウハウ提供
 地域課題の解決に向けた事業提案
 PDCAの実施

 実行部隊として各種事業を遂行



ICT専門大学である会津大学との連携
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ICT専門大学である会津大学が立地しているという特色を活かし、会津大学と密な連携を行い、AOI（会津・オープン・イノ
ベーション）会議や社会人向けICT人材育成、都市OSのAPIに関連する研究等を通じて、スマートシティ会津若松を推進。

ＡＯＩ会議
計1,880回の開催
(2013~19)

市民ニーズを起点とした地域課題解決を産学連携で目指す
AOI会議を実施

データ分析
人材育成

計1,055人の人材輩出
(2015~20)

企業と連携し、スマートシティに必要不可欠なデータ分析人材
の育成を実施

セキュリティ
人材育成

計967人の
人材輩出(2015~20)

サイバーレンジ等を用いたサイバー攻撃/防御演習を通じて、
スマートシティに必要不可欠なセキュリティ人材を育成

女性ＩＴ
人材育成

計400人の
人材輩出(2017~20)

IT関連の就業や起業に意欲のある女性を対象に、ITの基本
やプログラミングスキル等の習得機会を提供

ロボット
人材育成

計720人の人材輩出
(2015~20)

標準ベースのロボットソフトウェア開発を通じてハード、ソフト双方
を理解したロボットデュアルウェア人材を育成



市役所内部でのデジタル人材育成・体制整備
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ICT人材の育成・配置

ICTに詳しい人材を各部に配置

各課にＩＴリーダーを配置(2003～)

情報化人材登録制度(2012～)

全職員対象「情報ｾｷｭﾘﾃｨ理解度ﾁｪｯｸ」(2009~)

各所属内の情報化の中心的な存在となり、ICT機器・
ネットワークの維持管理、セキュリティポリシーの遵守など
の役割を担う。

年1回、情報セキュリティ理解度チェックを実施。
理解度50点未満は補習。未実施はパソコン利用停止。

情報統計課でシステム運用管理（SE、ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾏｰ級）を
経験した職員が各部に配置。 情報化統括推進委員会（CIOチーム）直轄

情報化政策検討チーム(2013～)

統合GIS活用検討チーム

データ公開・利活用検討チーム

デジタルガバメント推進検討チーム

IoT推進検討チーム

ＧＩＳ活用による台帳・情報管理や政策形成の検討

オープンデータの推進、データ利活用のための検討

業務効率化、市民サービスの利便性向上の検討

ＩｏＴの活用による課題解決や効率化の検討

情報リテラシー、情報セキュリティ対策のスキルを備えた
人材を登録。ICT活用による行政事務の高度化、効率
化を目指す。情報処理技術者試験(国家試験)の合格
が登録要件。

「ＩＣＴ人材の育成と各部への配置」や、
「庁内の横連携・情報共有を図るための組織づくり」を推進

⇒ ICT関連業務に対応できる体制を強化



スマートシティにおける「都市OS」の必要性など
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日本のスマートシティ実現課題

①サービスの再活用・横展開

都市OSの特徴

①相互運用（つながる）
会津若松市や地域からの情報提供の共通基盤を整備することで、これと
連携する様々な市民向け情報提供アプリケーションの開発・機能拡張が
可能となる

デジタル情報プラットフォーム「会津若松＋」のイメージ

日本のスマートシティの実現に向けた課題として、①分野や組織ごとに個別特化したシステムとなっていること、②分野や組織ごとにデータが独立
しており、分野間を横断した新サービスの構築が困難、③従来の個別特化したシステムでは、機能拡張という観点から継続的かつ容易にサービ
スを進化できない、という課題があり、こうした課題をクリアするために「都市OS」が必要。

個別特化したシステムとなり、
他地域への横展開が難しい

②分野間データ利活用

分野ごとにデータが独立して
いるため、分野間を横断した
サービスが困難

③拡張性の低さ

システムの拡張性が低いため、
継続的にサービスを進化させ
られない

都市内・都市間サービスの連
携や、各都市における成果の
横展開を可能にする仕組み

②データ流通（ながれる）

地域内外の様々なデータを
仲介して連携させる仕組み

③拡張容易（つづけられる）

都市OSで利用する機能や
アーキテクチャの更新にあわせ
て拡張を容易にする仕組み

注）戦略的イノベーション創造プログラム「スマートシティ リファレンスアーキテクチャ ホワイトペーパー」をもとに作成



都市OSの横展開による力強い地域社会の実現
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 オープンで標準化されたアーキテクチャがあるからこそ、他地域とも連携し、
特定のベンダーに依存せずに、自由に参画し、新しいサービスを作って提
供することが可能となる。

 また、他地域で開発されたサービスなどを相互に横展開することにより、
スピーディかつ低コストで利用することができる。

 より多くの地域が連携すればするほど、広域的に持続可能な力強い地
域社会の構築につながっていくものとなる。

標
準
化

サービス
／アプリ

基盤

データ

A町プラス

A町

サービス
／アプリ

基盤

データ

B村プラス

B村

標準化されたアーキテクチャにより、
相互にアプリケーションを実装可能

本市
開発

サービス
／アプリ

基盤

データ

会津若松プラス

会津若松市

A町
開発

本市
開発

地域間連携のイメージ

標
準
化

標
準
化

C市
開発

本市
開発

A町
開発

A町
開発

B村
開発

B村
開発

B村
開発

C市
開発

C市
開発



「オプトイン」を原則としたデータ活用

17

デジタル情報プラットフォームでのサービス は、「オプトイン型」でのデータ活用を原則とする

規定面・技術面の対策

◆個人情報保護条例など法令等に基づき、個人情報を適切に
管理・運用
◆通信・データの暗号化、データの匿名化など、適切なセキュリ
ティ対策の実施

「オプトイン型」のデータ活用を原則

◆「自分のデータは自分のものであり、自分の意志（同意）
によって、自分が使いたいときに使いたい所で利用すること
で、自身の生活の利便性が高まる」という考え方が前提。
◆取得・活用するデータの種類、利用目的、利用先等を明示
し、事前に利用者の同意を得る「オプトイン型」のデータ活用

個人情報の流出や
改ざんは心配ない？
自分が知らないところで
勝手に情報が出回って
ない？

市民の疑問や不安



３．スマートシティ会津若松の取組事例

18



サテライトオフィスの整備 ～お試しから本格移転へ～

1919

・歴史的な建造物等の改修等により、お試しサテライトオフィスを整備し、オフィス移転を検討している企業等に対して家賃無料
で貸出（令和3年度からは有料化） ⇒ 退去した12社のうち7社が市内に拠点を開設
・令和３年度からは、企業誘致に加え、定住・二地域居住の観点からも事業を推進

大正14年建築の古民家を改修して整備

行仁町第１サテライトオフィス
（~R2：市長公舎サテライトオフィス）
延床176㎡ H27年12月開所

昭和11年建築の洋館（病院）を改修して整
備

定住コネクトスペース
（~R2：旧黒河内医院サテライトオフィス）
延床189㎡ H29年3月開所

電気自動車からの給電装置や小型蓄電池を
備え、業務継続性を確保

行仁町第２サテライトオフィス
（~R2：行仁町サテライトオフィス）
延床90.46㎡ H30年3月新築

施
設
の
概
要

～
R2

主に「スマートシティAiCT」への入居につなげるための体験型サテライトオフィスとして3施設を活用

R3
～

AiCTは満室となったが、ICT関連企業の誘致を一過性のものとせず、民
間施設へのさらなる誘致のための呼び水として活用

これまで創出された人の流れを、定住・二
地域居住につなげるための総合交流拠
点「定住コネクトスペース」として活用



500人規模の入居が可能なオフィスビルを整備

20

 ICT関連企業が一堂に入居可能な拠点を整備
 会津大学卒業生などの就職先としての期待
 ICT・データ分析などの企業が集まるまち

『スマートシティAiCT(アイクト)』 2019年4月22日開所 ⇒ 2021年8月満室

20

 人が集まれば周辺もにぎわう
 若者の地元就職の選択肢を増やす
 最先端企業が集まるブランドイメージ

・入居企業、地元企業、会津大学などが連携して
最先端の取組を創り出していく場
・多種多様な37社の入居企業がオープンイノベー
ションのもと、バーチャルカンパニーのように一体とな
って、スマートシティを推進

オフィス棟
・オフィス棟の入居企業や会津大学、地元
企業、市民などが交流できるスペース
・入居する企業などが市民向けに新しい取
組をすることなどにも期待

交流棟



スマートシティにおける10のルール

21

多種多様な分野の取組を並行して推進する上で、地域で共通ルールを持っていることが、総花的なバラバラな取組とならず、
地域として一体性を持った取組となるために重要。

1. 市民として市民が望む社会を実現するためのサービスを考えること

4. デジタルを活用した新たな公共・ガバナンスを構築し透明性を担保すること（デジタル民主主義）

9. デジタル（STEAM）人材を地域で育成・活躍すること

10.持続可能性社会（SDGs）に向けた取組を推進すること

5. サービスごとに三方良しのルールでデザインすること

6. データやシステムは地域の共有財産とし、競争は常に付加価値で行うこと

7. 行政単位ではなく、生活圏でデザインすること

8. 都市OSを通じて、地域IDとAPIをベースとしたシステム連携を遵守すること

2. データはそもそも市民個人のものであるという前提の上で、オプトインを徹底すること

3. DXによるパーソナライズを徹底すること

人間中心

DXの基本的
な考え方

デジタル
社会像

サービス
デザイン指針

地域の持続・
発展性

スーパーシティを実現する10のルール



スマートシティの取組事例 ～地域情報発信の取組～

22

 地域情報の入口として、個人の属性（年齢・性別・家族構成、趣味嗜好等）に応じて、その人にとって必要な情報を
ピックアップして“おすすめ”表示。

 行政だけではなく、地域の企業などからの情報やサービスもあわせて提供。
 見やすい表示の仕組みを作ることで、より多くの方へ情報を伝達。
 ユーザの登録情報や行動履歴に応じた行政等のICTを活用したサービス提供や、コンテンツ配信のアルゴリズムを随時ア

ップデートし、最適化。

（例）子どものいらっしゃる主婦の方

子ども向けのイベントや児童手当のおし
らせなど、属性に応じておすすめ記事が
上位に表示される。

IDを登録していない方も含め、年間で19万人超が閲覧
するサービス（年々利用者が増加）

年間ユニーク
ユーザー数
（利用者数）

年間ページビュ
ー数
（閲覧数）

ID登録者数
※累計値

H27年度
※12月～

約9,700 約109,000 約2,200

H28年度 約24,000 約115,000 約2,900

H29年度 約60,000 約537,000 約6,500

H30年度 約89,000 約997,000 約8,000

R元年度 約140,000 約1,237,000 約9,800

R2年度 約195,000 約1,731,000 約12,300
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会津若松＋と連携した各種サービス

 「除雪車ナビ」
除雪車の位置を見える化

除雪車にＧＰＳ端末を搭載し、
除雪車の位置と稼働状況をお
知らせ

 「母子健康情報サービス」
母子健康手帳の電子化

乳幼児健診や予防接種の受診データ
から、身長・体重発育曲線や予防接
種予定日など、市で保有する情報を
連携して表示

「学校だより」「学年だより」「学級
情報」や緊急のお知らせなどが閲
覧可能

 「あいづっこプラス」
学校情報の配信
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除雪車運行データの分析事例

①除雪車稼働時間の集計データ ②グラフ化した比較

③除雪に時間を要している地区の割り出し

※苦情スポットはサンプルです。実際の場所とは異なります。

稼働時間が長い除雪車と苦情が集中している地域の分析

分析することで原因が見えてくる

④苦情、要望からみる除雪課題の分析



25

スマートフォンアプリ「LINE」を活用し、市民の問い合わせにAIが24時間365日答えるサービス。
「休日当番医」、「ごみ出し」、「除雪車位置情報」、「担当窓口の案内」、「各種申請書の申請」、「利用方法の案内」、「新型コロナ
ウイルスの問い合わせ」など段階的にサービスを追加。市民生活の利便性向上を目指す。

会津若松＋と連携した各種サービス

会津若松市役所職員見習い
マッシュくんがお答えします！
以下は一例です！

【新型コロナウイルス】

コロナに感染したかも？
支援策を教えて？

【証明書関連】

住民票って市民センタ
ーでも発行できるの？

【除雪車ナビ】

朝起きたら大変！
今、除雪車はどこ？

【ご利用方法】

マッシュくんにどうやって
話しかければいいの？

【何課ですか？】

市の奨学金のことってど
の課に聞けばいいの？



健診データやウェアラブル端末の活用（ヘルスケア）

26

「ブロックチェーン」技術を
活用したデータ管理

「健康意識」と
「健康行動」が向上



オンライン診療の推進

27

会津は医師少数区域であり、専門医の数は少ない。高齢化率は高く、市域も比較的広いことから、パーキンソン病のような疾患の
患者は通院するのが非常に困難であるといった課題感から、地域医療支援病院である竹田綜合病院（会津オンライン診療研究
会）と連携し、神経内科疾患を中心にオンライン診療を推進。

実証により得られた特徴的なメリット（一部）

診察時間が短くなり、会
話の密度が高まる

入退室にかかる時間がなくなり、また、本来
診るべき症状以外の話に会話が飛びにくい

本来の症状を掴みやすく
なる

パーキンソン病の患者は病院到着前に動け
なくなることを恐れて事前に服薬し、診察時
には症状が改善してしまっている場合がある

重症化の予防が図られる
患者の負担軽減により、治療・服薬中断が
回避されている（患者からの希望でオンライ
ン診療を中止した方は0人）

パーキンソン病、脊髄小脳変性症、多発性硬化症、重症筋
無力症、筋萎縮性側索硬化症、筋ジストロフィー、多系統萎
縮症、大脳皮質基底核変性症、ハンチントン病、ラスムッセン
脳炎、てんかん 等

令和2年度は、iPad計77台を導入し患者約60名に
対し、オンライン診療を実施（年々利用者が増加）

これまでの取組 直近の取組予定

薬剤師によるオンライン
服薬指導

改正薬機法・0410対応のもと、左記の
患者に対する病院内薬剤師及び院外薬
局による服薬指導を実施

多職種（医師・看護師・
薬剤師・介護従事者
等）連携によるバイタル
リンク等の情報共有

在宅医療や介護施設などでの患者のバ
イタルリンク機器によるモニタリングにより、
病院での診療以外における生命兆候
（生命徴候：血圧、呼吸、体温、脈拍
数等）を把握し、関係者間で共有

医療機関
居宅・介護施設

薬局

薬剤師

主治医 看護師 患者介護士

施設を結ぶバイタルリンクの導入

月1回の
オンライン診療

日々の
情報連携



AIオンデマンド型路線バス（モビリティ）

28

既存のバス路線や時刻によらず、利用者の目的地や到着希望時間に基づき、AIがバスの最短走行ルートをダイナミックに
定める新しい運行形態。

各利用者が乗車できる
仮想バス停の位置を表示

仮想バス停の位置をナビゲーション

①目的地
②到着希望時間
を入力

利用者

バス運転手

AI
利用者が待つ仮想バス停を通る最
適なルートをAIが分析し設定

利用者Ｂの
仮想バス停

利用者Ｃの
仮想バス停

利用者Ａの
仮想バス停

既存の路線

目的地

・既存のバス停以外から乗車可能
・最短ルートで目的地へ



「みなとチャンネル」の構築（中山間地域の課題解決）

29

各世帯にあるテレビを活用して市政情報や地域情報の閲覧や、オンデマンドバスの予約も可能な「中山間地域生活支援システム」を構築

■会津若松市湊（みなと）町 （人口 約1,800人、世帯数 実質500世帯）
H29年10月運用開始～H31年3月まで 約400世帯に導入。初期導入費無料。月額利用料無料。
H31年4月～ 月額1,000円程度（回線速度により異なる）に有料化 ⇒ 有料化後も約250世帯が利用継続

・「会津若松＋」との連携

・地域からのお知らせ

・市役所からのお知らせ

・地域防災情報

・地域デマンドバス運行情報、予約

・高齢者の見守り（民生委員連携）

【実施主体】
みんなと湊まちづくりネットワークテレビのHDMI端子と連結

中山間地利便性向上・活性化へ 「地域内交通の確保」
○デマンド型自動車の運行
○地域が主体となって運行する

組織・仕組みづくり
○テレビから予約が可能
〇電気自動車を活用し、地元風

力発電からの電気で走行

＝地域自らが運営

【課題】 現状ADSL回線

中山間地域こそ
高速回線整備が必要

(光回線の整備を予算化)



30

過疎化に伴う公共交通の減便・廃止、地域内商店の減少、物流担い手減少などの課題がある中、過疎化が進む中山間地域であっても、
持続可能な地域に根付いた社会インフラとしての自律移動ロボットによる物流サービスの技術開発に取り組む。

コミュニティバスから自律
移動ロボットを積み下ろし

中山間地域における自動走行ロボットでのラストマイル配送



正確な住民ポイントの管理（統合GIS）

31

市民の属性と合わせた居住地データベースを統合
GISに整備・維持

住所だけでは正確な居住地は把握できないため、
実際の居住地点（住民ポイント）を転入時に確認し、
市職員が毎日データベースを更新

高齢者の人口密度等に基づきバス運行経路の検討に活用

要介護度などのデータを抽出した災害時の地域での活用



オープンデータを活用したデータ分析

・人口メッシュ（250m×250m）のデータを一般公開
・データは、オープンデータから引用し、アプリで地図上に表示
・公共施設の施設評価などでも、職員がこれらのデータを分析し施策に活用

65歳以上のみ表示

人口メッシュ

15歳未満のみ表示

人口メッシュ

例：高齢者が多く、若い世代が少ない地域

32

統合GISのデータを元に

統計処理（非識別加工） スーパーの出店計画、路線バスの運行計画等、様々な施策に活用



オープンデータに関する取組

・総務省実証事業「ICT街づくり推進事業」の委託を受けて、地域公共ネットワーク基盤構築を実施。
（平成25年度～）
・事業内容のひとつとして、オープンデータ活用基盤の「DATA for CITIZEN」を構築。

活用事例：会津若松市消火栓マップ

消火栓の位置情報を

オープンデータにしよう！

地図検索できるアプリに

してみたよ！

地元ICTﾍﾞﾝﾁｬｰ

市役所

地元消防団

他地区の応援や雪に埋もれると

消火栓の場所がわからないん

だよ

2021.4.1現在、
◎322のデータセット 及び
◎53のアプリ
を公開中。

33



まちなか情報交流アプリ 「ペコミン（Pe.com.in）」

 周辺地図連動型コメント吹き出し式情報交流支援アプリ

スマートフォン向け市公式アプリ
◇地図へのコメント投稿
◇防災情報の受信
◇ウォーキング支援
◇POI表示（オープンデータ連携）
◇除雪車の稼働状況表示
◇サービス連携（ランチャー）
◇多言語対応

34



４．スマートシティからスーパーシティへの挑戦

35



36

スマートシティからスーパーシティへ

「スマートシティ会津若松」の取組は徐々に市民に浸透しつつあり、また、「スマートシティAiCT」には、首都圏等から
多くのICT関連企業が拠点を設け、様々な分野での取組が実現可能な状況となっている。
このような状況を踏まえ、スーパーシティにおいても、特定の分野に限定せず、様々な分野で取組を実施していきたい。

発展・深化
教育

行政

観光

モビリティ

ヘルス
ケア

農業

など・・・

スマートシティ会津若松

個人情報の利用は本人同意に基づく「オプトイン型」
＋

一人ひとりにあったサービスを提供する「パーソナライズ」

教育

行政

観光

モビリティ

ヘルスケア

食・農業

スマートシティ会津若松 ＋ スーパーシティ

規制改革

防災

ものづくり

地域活性化

決済

エネルギー/
廃棄物



本市のスーパーシティ構想の全体概要

37

スマートシティ会津若松の取組を踏襲し、市民生活に密接した12分野において、本市の伝統・歴史・文化・景観などを
生かしながらデジタルを活用することで、地域の利便性・持続性等を向上させるブラウンフィールドでのスーパーシティの
推進を図る。

猪苗代湖

市役所

水力発電 水力発電

風力発電木質バイオマス発電

山林未利用材

工場

鶴ヶ城

ICTオフィスビル 温泉宿

域外企業・移住者・デュアラー

避難所

共創・
人材育成

デジタル
地域通貨

病院

病院

〇〇科
年齢/性別
得意疾病

〇〇科
年齢/性別
得意疾病

〇〇科
年齢/性別
得意疾病

〇〇科
年齢/性別
得意疾病

先端
ICT研究

ヘルスケア

バーチャルホスピタル・
ドクターインデックス
による健康長寿社会

決済

手数料ゼロの
デジタル地域通貨

行政

行政手続の
完全デジタル化

防災

位置情報を活用した
パーソナル避難誘導

エネルギー

観光

家庭学習塾

学習
データ

ものづくり

モビリティ

モビリティ・インフラ共
通基盤の構築

ゼロカーボンシティの実現

廃棄物

ｻｰｷｭﾗｰｴｺﾉﾐｰに
向けた取組

教育

子ども・保護者・先生のた
めの子ども情報PF

食・農業

生産現場フードロスゼ
ロ・農家所得向上

データに基づくパーソナ
ライス観光の実現

中小企業の
生産性25%向上

地域活性化

中心市街地の
ウォーカブルシティ

処分場

市民／家

•デジタル申請手続き
•医療サービスの自由選択
•MaaSの最適選択
•学習の自由選択 など
市民による利用サービスの選択
オプトイン型データ管理

学校



スーパーシティ構想の推進体制
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「スマートシティAiCT」に入居する下記8社の分野別リーダー企業を中心に、計37社のAiCT入居企業や会津大学、
地元企業と連携しながら、産官学一体でスーパーシティの取組を推進する。ICT・デジタルに限らず、各分野の専門家
や地域の意見を聞きながら推進するため、アドバイザーを招へい。

プロジェクト責任者 アドバイザー

アーキテクト
慶應義塾大学 ：宮田 裕章

JTQ㈱ ：谷川 じゅんじ

会津大学 ：岩瀬 次郎

北欧研究所 ：安岡 美佳

ヘルスデータサイエンス

都市空間デザイン

ICT・デジタル

Well-being/海外知見

全体PMO アクセンチュア㈱／スマートシティ推進室

市 × 会津大学 ×（一社）スーパーシティAiCTコンソーシアム※× 関係団体等

分野別WG（各WGのリーダー企業／市の主担当課／地域の関連団体等）

事業推進・実施主体

会津大学
人材育成・共創

先端ICT研究

共
同
検
討

分
野

都市OS運用

データ管理・利活用

市民普及・デジタルデバイド

副市長、各部局長

会津若松市長：室井照平

廃棄物

バンブージャパン

廃棄物対策課

荒川産業等

都市MS
（マネジメント）

ファイナンス
ビジネスモデル

体制

都市OS
（オペレーション）

ID
データ

データ連携

ヘルスケア

アクセンチュア

健康増進課
会津若松市
医師会等

食・農業

凸版印刷

農政課
市公設地方
卸売市場

エネルギー

バンブージャパン

環境生活課

東北電力等

行政

アクセンチュア

情報統計課
会津地域課題解
決連携推進会議

ものづくり

SAP

企業立地課
会津産業ネットワ
ークフォーラム

モビリティ

決済

地域活性化

観光

アクセンチュア

観光課

観光ビューロー 等

三菱商事

TIS

パナソニック

教育

凸版印刷
学校教育課/こども家庭課
/こども保育課

会津若松市内教
育機関等

地域づくり課

商工課

まちづくり整備課

防災

ソフトバンク

危機管理課
会津若松市
消防団

会津SamuraiMaaS
プロジェクト協議会等

地域金融機関/商工会
議所 等

商工会議所/大町通活
性化協議会

アクセンチュア：中村 彰二朗

※ スーパーシティ決定後に国の方針等に則って適切に選定する想定



５．スマートシティの取組が目指すもの
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人間中心の地域DXとは？ -オプトイン＆パーソナライズ‐

40

人間中心の地域DXの実現に向けては、市民一人ひとりに丁寧に向き合う必要があり、そのためにオプトインに基づく市民から
のデータ提供と、提供されたデータを活用したパーソナライズされたサービスの提供の徹底を行う。

また、オプトインによるデータ提供＆パーソナライズされたサービス提供のサイクルが常態化することで、市民同士が信頼関係
でつながるデジタル共助社会が実現することを中期的に目指す。

Stage Zero（DX）

オプトインで個人がデータ提供し、パーソナライズ
されたサービスを提供することで、デジタルを通じ
た新たな付加価値を提供

オ
プ
ト
イ
ン

に
よ
る
デ
ー
タ
提
供

デジタルによる
双方向コミュニ
ケーション

パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ズ

さ
れ
た
サ
ー
ビ
ス
提
供

As-Is（IT化）

一人ひとりの情報を知るすべがなく、市民への画
一的なサービス提供を行っていたが、近年多様
化する市民ニーズとのミスマッチが顕在化

平均・標準・代表化

平均的な市民像に向けた
画一的なサービス提供

平均的な市民像
結婚・子ども2人・会社員 等

To-Be（人間をつなげるDX）

様々な主体同士がデジタル（オプトイン＆パー
ソナライズ）でつながり、個人が自立しつつも、地
域として一体感があるコミュニティが形成され、デ
ジタル共助社会が実現

トップダウン型 調整型

多様性社会多様性社会



市民オプトインを起点とした「三方良し」の地域社会の実現

41

サービス利用の
ためのID登録

大企業がユーザー利便性を追求した新たなネットサービスを構築・展開し大量のユーザーを確保することで成長する、人間の欲求を基本とする
二方良しビジネスモデルから、市民による地域へのオプトインに基づくデータ提供を起点とし、地域・市民・企業にメリット・納得感がある『三方
良し』の考え方をベースとした、地域社会の実現を目指す。

ディープ地域データ
提供

地域のための
新たなデジタル
サービスの提供

提供したデータに
よりパーソナライズ
されたサービス提供

オプトイン(信託)
によるデータ提供

市民の主体的な
同意による参画

デジタル時代の安心
かつ

便利な生活

医療

教育

交通・観光

etc

地域へ入り込む
ビジネスモデル
Responsible

Business

金融・保険

二方良し社会（As-Is） 三方良し社会（To-Be）

企業独自プラットフォーム

営利目的のデータ活用

国
メガ銀行
・決済

ユーザー

利便性追求

大企業 市民 企業

広告
（レコメンド）

加盟店参加
使用料

デファクト/
PFの優位性

ネット企業

GAFAに代表される
大手一極集中モデル

地域企業

コミュニティ

市役所

会津大学

地域一丸となって

地域持続性を実現する

新しい社会モデル

都市OS
地域による
地域のための

地域データの活用

地域

旅館・ホテル

大手の下請けモデル

地域・中小企業

店舗・商店 交通・観光



全事業横断型で取り組むデジタルデバイド対策

42

サービサーは市民が自然と使いたくなるサービスを提供することで、市民の地域サービスへのオプトインによる参加に誘導する
“気持ちのデジタルデバイド”対策を実施した上で、“技術のデジタルデバイド”はすべてのデジタルサービスにおける課題と
なることから、サービスの種類を問わず、全市民を対象としたサポートを目的とする地域デジタルサポート機能を構築する。

地域全体におけるデジタルサポート体制の全体像

地域アプリ等の

プリインストール
よろずデジタル相談所

地域のデジタルサービス提供者（都市OS上のサービサー）

問合せ（一次受け）の委託 周知・普及活動の支援依頼

デジタルに関する
気軽な相談が可能

地域のデジタルサービス
の普及促進

デジタルサービス・

スマホ利用教室

デジタルデバイド対策による
地域全体のデジタル化推進

地域デジタル
サポート機能

•地域デジタル支援員
•会津大学生 など

•携帯ショップ
•通信事業者など

連
携

支
援

スマホ購入者デジタルデバイド層サービス利用者

1 2 3

使
い
た
く
な
る
サ
ー
ビ
ス
の
提
供

オ
プ
ト
イ
ン
に
よ
る
サ
ー
ビ
ス
利
用



子
ど
も
た
ち
が
大
人
に
な
っ
た
と
き
に

「
こ
こ
で
暮
ら
し
続
け
た
い
」
と
素
直
に
思
え
る
、

私
た
ち
が
高
齢
者
に
な
っ
た
と
き
に

「
こ
こ
で
暮
ら
し
続
け
ら
れ
る
」
と
心
か
ら
思
え
る
、

そ
ん
な
ま
ち
で
あ
り
た
い

そ
れ
は
、
今
よ
り
も
便
利
な
暮
ら
し
が
で
き
て
、

魅
力
的
な
働
く
場
所
が
た
く
さ
ん
あ
っ
て
、

誰
も
が
自
分
ら
し
く
、
生
き
生
き
と
暮
ら
せ
る

「
未
来
の
会
津
若
松
」
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

誰
も
が
こ
の
ま
ち
で
暮
ら
し
続
け
ら
れ
る
よ
う
に

市
民
の
皆
さ
ん
と
共
に

「
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
会
津
若
松
」
の
取
組
を

着
実
に
進
め
て
ま
い
り
ま
す
。


